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住居確保給付金 施行規則改正により  

家賃の給付対象が拡大！ 
 

住居確保給付金の支給対象が２０日から拡大

します。この制度は、リーマンショック時に予算

措置されスタートし、困窮者自立支援法制定時

に制度化されました。 

最後のセーフティネットである生活保護の一

歩手間の制度として、活用が求められ制度の中

身は、生活困窮者に対して家賃の一部を貸付で

はなく、給付するというもので、返済が不要で

す。 

その他の条件としても、いずれも上限はあり

ますが、収入があってもOK、貯蓄があってもOKなので、使い勝手が良いものです。 

ただ欠点は、支給対象要件のなかに、「2年以内に離職」があることです。これは元々リーマン

ショックで住まいを失う人を対象としたからで、今回のコロナ禍で収入が減少しただけの方は、

対象になりませんでした。（離職していればOKですが） 

 

4月２０日施行で、施行規則が改正され、支給対象が広がります。以下列挙します。 

１．これまで離職又は廃業した日から２年を経過していない方としていましたが、それに加えて、「給

与等を得る機会が当該個人の責に帰すべき理由、当該個人の都合によらないで減少し、離職又は廃

業には至っていないがこうした状況と同程度の状況にある方も支給対象に含める」（4.7厚生労働省

社会・援護局事務連絡）としました。つまり収入減少でも申請を認めることになりました。 

２．支給要件として求職活動が求められますが、これも当面の間は、ハローワークにネットで仮登録を

すればよいということになりました。 

３．フリーランス、個人事業主も対象に。（これまでも個別事情に応じて支給していましたが、今回改

めて通知） 

 

 制度の改善は対策チームの辰巳孝太郎責任者が3月16日のツイッターでの発信や、3月31日厚労

省レクでも求めていたことです。これが実現した格好です！ 

 



 


